イギリス近代株式会社法形成史論 by 本間 輝雄
イギリス近代株式会社法形成史論
著者 本間 輝雄
号 5
発行年 1963
URL http://hdl.handle.net/10097/14226
?
? 間 輝 雄ま てる お
学 位 の 種 類 法 学 博 士
学 位 記 番 号 法 第 5 号
学 位 授 与 年月 日 昭 和38年7月3日
学 位 授 与 の要 件 学位規則第5条 第2項 該当
学 位 論 文 題 目 イ ギ リス近 代株式会社法 形成 史論
論 文 審 査 委 員 (主査)
教授 服 部 栄 三 教授 鈴 木 緑 彌
教授 幾 代 通
論 文 内 容 の 要 旨
?
2.
本論文 は序説 と五章 とか ら成 り,各 章 はつ ぎの と拾 りである。
第一章
第二章
第三章
第四章
第五章
泡沫条例の制定 と法人格なき会社
泡沫条例の廃止と勅許会社法
会社登記法と準則主義
近代株式会社法の成立
判例法上の発展
一般 に,経済史および法史学者は現今の株式会社のもつ特質を形態的側面からとらえ、とり
わけ全社員 の有限貴任制を もって株式 会社 を他 の企業形態か ら区別す る決定的指標 とみ なし,か か
る見地か らイギ リス株式会社 の起源 ない しその先駆形態を恒久資本制が確 立された以後における東
印度会社(1662年)に求めている 。しかし,株 式会社 をその機能 の面か ら観察 し,こ れを もつて分
散せ る大衆の資本の集甲形態 と して とらえる場合には,む しろ産業:革命の進展に従 つて形成 された
法人格 な き会社に イギリス株式会社 の起源を求むべ きである。このような立場か ら,本論文提出老は
18世紀初 期以後 の法人格な き会社(ジ オ イン ト ・ス トツク ・カンパニー)の 発展 とこれに関す る法
規制 の推移を考察する 。
法人格は近世初期以来 一種 の特権と考 えられ,従 つて営利事業 をなす場合に も,多 くは法人格 な
き会社形態 にょるほか なかつたが,そ の設立 の無計画 さとこれに基 づ く株式投機 の行 きす ぎのため
法10
経済恐 慌が起 り,そ こで1720年泡沫条例が制定 され,そ の設立抑制策が とられることになつた。し
か し,こ の条例は抑制がす ぎて一世紀近 くもイギ リスの会社の発達を停止 させて し控った,,すなわ
ち,法 人格な き会社が復活 し,そ れが盛ん に設立されるようになつ たのはやつ と19世紀 に入つてか
らであつた。 しか も・復活せ る法人格な き会社は信託法理 を利用するものにす ぎなかつた(第一章)
18世紀後半 に蔚け る近 代産業 の驚異的な発展および資本蓄積の増加は,ナ ポレオン戦争後 の1820
年代に泡沫条例の制約 を事実上の り越えて会社設立ブー ムをまき起 した。か くて.1825年同条例は廃
止 されるに至つた。 しか し,廃 止 されたたけで,法 人格 なき会社の積極的 な規 制がなされな かった
ため,コ モン ・ロー の原則に従 うほ かなかつた。そ して,コ モン ・ロー上は最初は法人 格なき会社
の設立を違 法 とす る判例 が多 かつ たが,や がて これを適法 とし,1830年末頃にはこの種 の会社 を準
法人 と して取扱 う判例 も表われ るに至つた。また,こ の間 において株式 銀行法 が制定 され(1826年)
準法人組織 と して株式銀行 が認 められるに至 つたが,か か る取扱 いはやがて1834年の商業会社法お
よび1837年の勅許会 社法に よつて銀行業以外の分野 に も拡大 された。す なわ ち,こ れ らの法律はい
ずれ も会 社に法人格 を認 めるものではなかつ たが,法 人格 なき会社に訴訟能 力を認め,こ の種の会
社 の訴訟上 の不便を除去 した(第 二 章)。
183(年か ら40年代を通 して鉄道事業が急激に発展 し,こ れに呼 応 して各部 門におし(て新会社の設
立が相次いだが,こ れに対処す るために1844年会社登記法が制定 された 。この法律は会社設立に関
し準則主義 を採用 し,法 定の登記手続 さえふめば会 社の設立 を認め法人格を 与えた点 で画期的 な意
義を有 する。 しかし,同 法 は当時 の会社設立企画者達 が最 も強 く要請 していた社員の有限責任の原
則を認 めなかつた(第 三章)。
社員 の有限責任の原則はそ れか ら11年後 の1855年の有限責任法 において始 めて一般的に承認 され
るに至つ た 。この法律は翌年の株式会社法 に発展的 に解消 したが,後 者は実質的な意味で最 初の近
代株式会社法 とい うべ きものであつ た。ところで.当 時株式会 社に関する法規は分散 しかっ多様で
あつたので,実 務家 にとつて不便が多かつた 。この不便 を解消 し,株式 会社法規 を統一 し,一 つの
法典 としてま とめた のが1862年の統一会社法である 。この法 律は 名実 ともに現 代株式会社法 の基礎
を なす もの である(第 四章)。
な冷,最 後に.制 定法 と並ん で,近 伏株式会社法 の諸原則 を確立 した判例の発展測既観 される
礫五 章)。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文は,イ ギ リス近代株式会社法の形成過程 を着実 な方法 で実証的にあとづけたもの として極
めて優れた意義 を有する。と りわけ,イ ギ リスの株式会 社の起源を東印度会社 に求 め.ま た準則主
義 の確立を1862年の統一会社法 に見出す通説的見解 に対 して,株 式会社の直系は法人格な き会社に
ある旨を明 らかに し,ま た準則主義が1844年の会社登記法に よつて最初に採用され たことを論証 し
ている点は本論文の重要 な功績 といわねばならない。もちろん,部 分 的には,歴 史的発展が曖昧な
と ころ もあ り,ま た翻訳調の 目立 つところ もなくはないが,全 体 と して研究が行 きとどいてお り,
また 自説 の論証に も成功 しているといえよ う。従つて,本 論文は学位論文 と して十分な価値を有す
ると認 め られ る。
以上に よつ て,本 学 位論文 提出者は法学博士 の学位を授与され るに値す ると認 める。
法11
